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平成２３年５月１６日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 プ ロ ネ ク サ ス 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  上 野  剛 史  

（コード番号 ７８９３ 東証第一部） 

問合せ先 取締役執行役員 社長室長 大和田雅博 

   電話番号       ０３－５７７７－３１１１ 

 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成２３年５月１６日開催の取締役会において、平成２３年６月２８日に開催予定の当社第６７回

定時株主総会で「定款一部変更の件」を下記のとおり付議することを決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

記 

１．定款変更の目的 

（1）機動的な資本政策および配当政策を図るため、剰余金の配当および自己株式の取得等の決定機関を取

締役会とすることができるよう変更案第39条（剰余金の配当等の決定機関）を新設し、これに伴い規

定の内容が重複する現行定款第10条（自己の株式の取得）を削除するものであります。 

（2）株主総会および取締役会の招集者および議長を、代表取締役とするための変更をおこなうものであり

ます。 

（3）経営の意思決定機能と業務執行機能の分離をし、より強固な経営管理体制構築を目的として、平成20

年６月より導入しております執行役員制度により取締役の員数が減少したため、取締役の員数を12名

から10名に改めるものであります。 

（4）社外取締役が期待された役割を十分に発揮できるように、社外取締役との間で責任限定契約の締結を

可能とするための規定として、変更案第27条（社外取締役の責任免除）を新設するものであります。

なお、変更案第27条の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。 

（5）その他、条文の新設・削除に伴う条数の変更等所要の変更をおこなうものであります。 

 

２．定款変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線部分は変更箇所） 

現 行 定 款 変 更 案 

（自己の株式の取得） 

第 10 条 当会社は、会社法第 165 条第２項の規定に

より、取締役会の決議をもって、自己の株式を

取得することができる。 

 

 

（削 除） 

 

 

 

 



 2

現 行 定 款 変 更 案 

第 11 条～第 14 条（条文省略） 

 

（招集者および議長） 

第 15 条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役会の決議により取締役社長がこ

れを招集し、その議長となる。ただし、取締役

社長に事故あるときは、取締役会においてあら

かじめ定めた順序により、他の取締役がこれに

あたる。 

 

 

第 16 条～第 18 条（条文省略）  

 

（取締役の員数） 

第 19 条 当会社の取締役は、12 名以内とする。 

 

第 20 条～第 22 条（条文省略） 

 

（取締役会の招集者および議長） 

第 23 条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役社長がこれを招集し、その議長

となる。ただし、取締役社長に事故あるときは、

取締役会においてあらかじめ定めた順序によ

り、他の取締役がこれにあたる。 

 

 

第 24 条～第 27 条（条文省略）  

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

第 28 条～第 38 条（条文省略）  

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

（期末配当の基準日） 

第 39 条 当会社の剰余金の期末配当の基準日は、毎

年３月 31 日とする。 

 

第 10 条～第 13 条（現行どおり）  

 

（招集者および議長） 

第 14 条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役会の決議により取締役会におい

てあらかじめ定めた代表取締役がこれを招集

し、その議長となる。ただし、当該代表取締役

に事故あるときは、取締役会においてあらかじ

め定めた順序により、他の取締役がこれにあた

る。 

 

第 15 条～第 17 条（現行どおり）  

 

（取締役の員数） 

第 18 条 当会社の取締役は、10 名以内とする。 

 

第 19 条～第 21 条（現行どおり）  

 

（取締役会の招集者および議長） 

第 22 条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役会においてあらかじめ定めた代

表取締役がこれを招集し、その議長となる。た

だし、当該代表取締役に事故あるときは、取締

役会においてあらかじめ定めた順序により、他

の取締役がこれにあたる。 

 

第 23 条～第 26 条（現行どおり） 

 

（社外取締役の責任免除） 

第 27 条 当会社は、会社法第 427 条第１項の規定に

より、社外取締役との間に、任務を怠ったこと

による損害賠償責任を限定する契約を締結す

ることができる。ただし、当該契約に基づく責

任の限度額は、法令が規定する額とする。 

 

第 28 条～第 38 条（現行どおり）  

 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第 39 条 当会社は、剰余金の配当および自己株式の

取得等会社法第 459 条第１項各号に定める事

項については、法令に別段の定めがある場合

を除き、株主総会の決議によらず取締役会の

決議により定める。 

 

（削 除） 
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現 行 定 款 変 更 案 

（中間配当） 

第 40 条 当会社は、取締役会の決議により、毎年９

月 30 日を基準日として、中間配当をおこなう

ことができる。 

 

 

（新 設） 

 

 

（削 除） 

 

 

 

（剰余金の配当の基準日） 

第 40 条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月

31 日とする。 

   ２．当会社の中間配当の基準日は、毎年９月

30 日とする。 

３．前２項のほか、基準日を定めて剰余金の

配当をすることができる。 

 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催日   平成２３年６月２８日（火曜日） 

定款変更の効力発生日        平成２３年６月２８日（火曜日） 

 

以 上  


